「えさきパーティ」に関する

読売新聞（1月11日朝刊）の記事に関する見解
1.　1月11日の読売新聞1面および社会面で「自治労　パーティ券で『脱法献金』」との見出しの記事が掲載された。「えさきたかし」後援会主催の政治資金パーティ（2009年8月25日）で、約300人収容の会場に対して、約2000枚のパーティ券を自治労の傘下団体等が購入しており、参加者約300人以外の分は「脱法献金」と当たるとの主旨の記事である。
2.　「えさきたかし」後援会に確認したところ、会場の収容人数は約300人で、自治労関係からのパーティ券購入は約2000枚であり、事実関係は、報道の通りである。

3.　自治労本部としては、「えさきたかし」後援会からの要請を踏まえ、各県本部・関係団体に、パーティ券の購入に対して協力要請したことも事実であるが、本部・各県本部ともに、各団体の実情に応じ、政治資金規正法に沿って、適法にパーティ券を購入している。今回の政治資金パーティへの対応については、本日、改めて、政治資金規正法に詳しい弁護士に確認したところ、「合法的かつ適切な処理である」との法的判断をいただいている。
4.　仮に、読売新聞が指摘するような問題点が存在するとしても、この問題は、多くの政治団体に共通する課題である。あえて、自治労だけを取り上げての報道は、民主党の支援団体である労働組合の政治活動に対する意図的な中傷といえる。

5.　自治労本部としては、今後も、政治資金規正法に沿って、合法かつ適切な対応をはかる所存である。
以上
